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別紙２－６

産業廃棄物処理業 優良認定提出書類チェックリスト

業者名

項 目 チェック 備 考

１ 遵法性

(1) 過去５年（７年）間で特定不利益処分を受けていないこと。 □

(2) 誓約書の内容に代表者氏名・日付等の不備がないこと。 □

２ 事業の透明性 ※ 「事業の透明性の基準適合証明書」による省略 □

①新たに認定を希望する場合は下記の事項を全て満たした上で、更新の申請の日前６月間インターネッ

トを利用する方法により公表していること。

②既に認定を受けている業者が再度優良認定の更新を行う場合は前回の許可日以降において、下記の事

項を所定の頻度で更新していることがわかる書類を提出すること。

(1) 法人（または個人）に関する基礎情報が公開されており、情報が変更の

都度（代表者等の氏名については一年に一回以上）更新されていること。
□

(2) 事業計画の概要が公開されていること。 □

(3) 申請者が受けている産業廃棄物許可証の写しが公開されていること □

(4) 運搬施設（処理施設）に関する事項が公開されており、変更の都度（運

搬施設の種類・数量等については一年に一回以上）公開されていること。
□

(5) 事業場ごとの産業廃棄物の処理工程図を公開していること。 □

(6) 情報公表日の属する月の前々月までの１年間における産業廃棄物の一

連の処理の行程を一年に一回以上公開していること。
□

（7）情報公表日の属する月の前々月までの３年間における産業廃棄物の受入

量、運搬・処分量等を一年に一回以上公開していること。
□

（8）産業廃棄物処理施設の維持管理状況について公開し、一年に一回以上公

開していること。
□

対象施設がな

い場合は不要

（9）焼却施設における熱回収実績について公開し、一年に一回以上更新して

いること。
□

対象施設がな

い場合は不要

（10）【法人の場合】直前３事業年度の財務諸表について公開し、一年に一回

以上更新していること。
□

（11）処理料金の提示方法について公開されていること。 □

（12）業務を所掌する組織・人員配置について公開されており、変更の都度

（人員配置については一年に一回以上）更新されていること。
□

（13）事業場の公開の有無・公開頻度について公開されていること。 □

３ 環境配慮の取組

(1) 環境配慮の取組に係る基準に適合することを証する書類（ISO14001、エ

コアクション 21等の認証書）が提出されているか。
□

(2) 認証書に記載された認証の範囲に静岡県内の事業所（県内にない場合は

申請書記載の事業所）が含まれているか。 □
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※ 公益財団法人産業廃棄物処理事業振興財団発行の「事業の透明性の基準適合証明書」が申請者から提出

された場合、当該証明書を確認すれば足りる。

４ 電子マニフェスト

（1）電子マニフェストの加入証が添付されているか。 □

（2）加入証に記載された事業者名が申請書と一致しているか。 □

５ 財務体質の健全性(静岡県内に事業場がなく、納付すべき税等がない場合はその旨を記載した理由書

を添付させること。)

(1) 国税及び地方消費税について、税務署長が交付する納税証明書 また

はその写し等が提出されていること。
□

（2）静岡県税について、財務事務所長が交付する納税証明書又はその写し等

が提出されていること。
□

（3）市町村税について、市町村長が発行する納税証明書またはその写し等が

提出されているか。
□

（4）上記５（1）～（3）の税金について未納がないこと及び納税証明期間に

不足がないことを確認できるか。
□

（5）社会保険料について、年金事務所長等が発行する社会保険料納付確認書

又はその写し（申請者が国民健康保険の被保険者である場合にあって

は、当該保険の保険者が発する納付証明書またはその写し）等が提出さ

れているか。

□

（6）労働保険料について地方労働局長等が発行する労働保険料納付確認書又

はその写し等が提出されているか。
□

（7）上記５（5）～（6）において、静岡県内に設置している全ての産業廃棄

物処理業に関連する事務所・事業場において滞納がないことを確認でき

るか。また、確認書等に記載された事業者名が申請書と一致しているか。

□

（8）直前３年の各事業年度における貸借対照表、損益計算書、株主資本等変

動計算書及び個別注記表が提出されているか。これらの書類に代えて有

価証券報告書が提出されている場合は、直前２年の各事業年度における

有価証券報告書が提出されているか。

□

（9）貸借対照表等に記載された事業者名が申請書と一致しているか。 □

（10）直前３年の各事業年度における自己資本比率が零以上であるか。 □

（11）貸借対照表により算出される直前３年の各事業年度のうち、いずれかの

事業年度の自己資本比率が 10％以上であるか。もしくは、前事業年度

における営業利益金額等が零を超えているか。

□

（12）損益計算書により算出される直前３年の各事業年度における経常利益金

額と減価償却費の和の平均値が零を超えているか。
□

（13）静岡県内に申請者が設置している特定一般廃棄物最終処分場・特定産業

廃棄物最終処分場について積み立てるべき維持管理積立金の積立てを

しているか。

□
対象施設がな

い場合は不要


